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1 R6年度 R6.4.1 制度改正

機能要件内に記載されている「電子媒体での受取希望（eLTAX以外）」は、副本による

電子データを指すもので、特別徴収税額通知書（納税義務者用）の電子化に伴い、令和

６年度以降は利用できないため、機能要件の見直しが必要と考えております。機能要件

からの削除もしくは、年度による制約の記載をお願いいたします。

○ ● 機能ID：0100077

特別徴収税額通知書の

電子送付（媒体分）

特別徴収税額決定、変更通知の送付希望を管理（設定・保

持・修正）できること。

＜送付希望＞

電子媒体での受取希望（eLTAX以外）、早期発送希望、手渡

し希望（同じ市役所関係の特別徴収など）、特別徴収税額決

定通知の納税義務者用（３号別表）のみ希望

特別徴収税額決定、変更通知の送付希望を管理（設定・保

持・修正）できること。

＜送付希望＞

 電子媒体での受取希望（eLTAX以外）、 早期発送希望、手渡

し希望（同じ市役所関係の特別徴収など）、特別徴収税額決

定通知の納税義務者用（３号別表）のみ希望

質問

①参考資料Aより特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）は「電子デー

タ（副本）と紙（正本）での受取はできなくなる」ため、意見元のと

おり今まで自治体サービスとして便宜的対応してきた特別徴収税額通

知書

-副本-媒体形式が一律対応困難となり、該当するデータ項目は令和5年

度までの管理するすべきか、検討しております。

ただし、現状の事務の状況を踏まえ、当該変更により住民へのサービ

スレベルが著しく減少する等、ご意見ございましたら頂戴できればと

思います。

参考資料A：

地方税共同機構より示されている指針「受取方法変更のお知らせリー

フレット_20230831」

その他

将来的には削除すべきと考えますが、令和6年度につ

いては給報と合わせて税額通知格納用のDVD等の媒体

も提出されており、電子媒体（eLTAX以外）での送付

を行う予定です。

現行システムは、令和6年度までは電子媒体（eLTAX

以外）に対応している。

その他 年度による機能の制限（令和５年度まで）で良いと思

います。
その他 意見なし その他 意見なし その他

現時点で通知書を発送していないため、電子データ

（副本）の廃止による市民サービスへの影響は確認で

きていませんが、例年、eLTAXで提出された総括表の

受取方法に基づき書面の通知書を発送した後で、電子

データを希望する事業所があります。

また、総務省の事務連絡において『地方税の処分通知

等（課税明細書等の添付書類を含む。）については、

納税義務者である事業者等から、書面による通知と合

わせて、容易に判読可能なデータ形式での提供が求め

られた場合には、各地方団体においては、事業者等か

らの求めに応じて当該データを提供することについ

て、積極的に検討いただきたいこと。』とされていま

す。

電子データ（副本）の送付希望は令和5年度までの管

理として問題ありませんが、データ形式での提供が求

められた場合に対応ができる機能の追加を希望しま

す。

【例】eLTAXで提出された総括表の受取方法が書面の

事業所を対象として、eLTAX連携用の特別徴収税額決

定・変更通知（特別徴収義務者用・納税義務者用）の

その他
再発行については前年分などは発行の機会が少なくな

る。再発行については一律に書面で作成できればいい

のではないか

賛成 その他

令和６年度以降については、要件に「電子媒体での受

取希望（eLTAX以外）」は含まれなくて構わない。た

だし、令和５年度までの希望に関し、データ項目の管

理はできるように希望したい。

反対 差し支えないのであれば、機能として残しておく分に

はよいと考える。
その他 特に意見ありません。（媒体形式での送付は現在して

おりません。）
その他 市町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。 その他 当該変更に関する住民への影響等に関して、回答する

立場にない、という認識でおります。
1 1 10

頂戴した意見を参考に、備考欄に以下の記載を追記します。

「電子媒体での受取希望（eLTAX以外）は令和５年度以前の区分を管理すれば、本機能要件

を満たすこととする」

2 R6年度 R6.4.1 制度改正

１所得税・個人住民税の定額減税

（１）（２）合計所得金額が1805万円以下の場合に、次の金額の合計額の控除を行う。

① 本人 １万円

② 控除対象配偶者又は扶養親族（国外居住者を除く。） １人につき １万円

● 機能ID：0100715

税額計算（税額決定） 地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び森林環境譲与税

に関する法律）に準拠した税額計算（期割計算、併用徴収差

額計算、年金特別徴収税額計算及び退職所得に係る所得割額

の計算（退職所得と勤続年数から算定）、損益通算、繰越控

除計算、課税標準計算、税額控除計算を含む）等ができるこ

と。

また、計算結果を管理（設定・保持・修正）できること（た

だし、退職所得に係る分離課税の対象となる所得割額を除

く）。

修正なし 地方税法に準拠した課税計算ができ

る旨要件化しており、本機能要件の

現状の表記にて改正事項は包括され

ているため。なお、標準仕様書本編

上も標準準拠システム内の内部設計

に当たる計算ロジックについては本

仕様書では詳細化を行っていない。

併せて、本制度改正は令和6年度の

み（一部７年度）の一時的な措置で

あることを踏まえ、帳票要件も改定

しないこととする。

報告

地方税法に準拠した課税計算ができる旨要件化しており、本機能要件

の現状の表記にて改正事項は包括されているため、修正なしとしま

す。

記載の通り、修正は致しません。

3 R6年度 R6.4.1 制度改正

１所得税・個人住民税の定額減税

（３）① 給与所得に係る特別徴収の場合

イ 特別徴収義務者は、令和６年６月に給与の支払をする際は特別徴収を行わず特別控除

の額を控除した後の個人住民税の額の11 分の１の額を令和６年７月から令和７年５月ま

で、それぞれの給与の支払をする際毎月徴収する。

ロ 地方公共団体は、令和６年度分の給与所得に係る個人住民税の特別徴収税額通知（納

税義務者用）に控除した額等を記載することとする。

ハ 特別徴収義務者は、令和６年分の給与支払報告書の摘要の欄に所得税額から控除した

額等を記載することとする。

○ ● 帳票ID：0100042

帳票ID：0100043

帳票印字項目諸元表

・特別徴収税額決定

・特別徴収税額変更通

知書（納税義務者用）

項番52 摘要

備考：導入時に以下の項目から印字対象及び出力の優先順を

選択する。

調整控除、配当控除、住宅ローン控除、寄附金控除、

～中略～

合計所得金額を印字。

備考：導入時に以下の項目から印字対象及び出力の優先順を

選択する。

調整控除、配当控除、住宅ローン控除、寄附金控除、

～中略～

合計所得金額を印字。

なお、上記項目以外にも、地方団体の判断のもと、本項目を

用いて適宜必要な項目を印字できることとする。

質問

①「標準仕様書見直し不要の理由」について、ご意見がございました

ら詳細欄に自由に記載下さい。

賛成 賛成 その他 意見なし その他 意見なし 反対

「地方団体の判断のもと」「適宜必要な項目を印字」

とした場合、印字内容が統一できないと考えます。

「なお、上記項目以外にも、地方団体の判断のもと、

本項目を用いて適宜必要な項目を印字できることとす

る。」を削除して「定額減税額を印字」を追加してい

ただきたいです。

反対
今回摘要欄に記入ができるかできないかもベンダーご

とに解釈が異なっており、意識統一するためにも市町

とベンダーでの調整はやめたい。

反対

定額減税は一時的な対応であると言い切れるのか。今

後対応を迫られた時のために、標準仕様書上において

もしっかりと定義をし、地方自治体側がその都度カス

タマイズによる場当たり的な対応をとらなければなら

ないようなことは避けるべきであると考える。

その他 特になし 賛成 賛成 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
4 3 4 個別具体な項目の追加は行いませんが、当該帳票の備考欄は印字内容を限定列挙しているた

め、今後の時限措置の改正にも対応できるよう「要件（変更後）」のとおり修正します。

4 R6年度 R6.4.1 様式改正

② 公的年金等に係る所得に係る特別徴収の場合

イ 令和６年10 月１日以後最初に厚生労働大臣等から支払を受ける公的年金等につき特別

徴収をされるべき個人住民税の額（以下「各月分特別徴収税額」という。）から特別控

除の額に相当する金額（当該金額が各月分特別徴収税額を超える場合には、当該各月分

特別徴収税額に相当する金額）を控除する。

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控除をし

てもなお控除しきれない部分の金額は、以後令和６年度中に特別徴収される各月分特別

徴収税額から、順次控除する。

ハ 地方公共団体は、令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人住民税の税額決定

通知書に控除した額等を記載することとする。

ニ 特別徴収義務者は、令和６年分の公的年金等支払報告書の摘要の欄に所得税額から控

除した額等を記載することとする。

● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

帳票印字項目諸元表

・納税通知書

項番132 備考欄

発行時に登録した内容を出力する

家屋敷・事業所課税に該当する場合は、その旨を印字できる

こと

修正なし 定額減税は一時的な対応であること

などを考慮し仕様書への記載は行わ

ない。なお、各地方団体の判断によ

り、標準準拠システムにて定額減税

額を出力する場合は、当該項目「備

考」の定義をもとに出力するよう構

築ベンダと調整いただきたい。
質問

①「標準仕様書見直し不要の理由」について、ご意見がございました

ら詳細欄に自由に記載下さい。

賛成 その他 特になし その他 意見なし その他 意見なし その他

地方税法に定められた更正、決定等の期間制限（法定

納期限の翌日から起算して7年を経過する日）までは

通知書に定額減税額を記載すべきと考えます。

備考に「定額減税額がある場合は、定額減税額を印字

できること」を追加していただきたいです。

反対

納税通知書に見直しが必要 税額控除の欄に特別税額

控除も載せないと税額控除前の所得割から所得割まで

の縦計が合わない。

今回摘要欄に記入ができるかできないかもベンダーご

とに解釈が異なっており、意識統一するためにも市町

とベンダーでの調整はやめたい。

その他 同上 その他 特になし その他 賛成 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
2 1 8 今回の制度改正は時限措置であることなどを考慮し、標準仕様書への記載は行いません。

「備考欄」等を活用し適切にご対応ください。

5 R6年度 R6.4.1 様式改正

③ 普通徴収の場合

イ 令和６年度分の個人住民税に係る第１期分の納付額から特別控除の額に相当する金額

（当該金額が第１期分の納付額を超える場合には、当該第１期分の納付額に相当する金

額）を控除する。

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控除をし

てもなお控除しきれない部分の金額は、第２期分以降の納付額から、順次控除する。

ハ 地方公共団体は、令和６年度分の個人住民税の税額決定通知書に控除した額等を記載

することとする。

● 帳票ID：0100095

帳票印字項目諸元表

・所得証明書

項番45 備考

導入時に、以下の中から印字する情報を選択し、設定

前略

・自由記入（出力画面にて制御 自由な言葉を入れられる）

後略

修正なし 定額減税は一時的な対応であること

などを考慮し仕様書への記載は行わ

ない。なお、各地方団体の判断によ

り、標準準拠システムにて定額減税

額を出力する場合は、当該項目「備

考」の定義をもとに出力するよう構

築ベンダと調整いただきたい。

質問

①「標準仕様書見直し不要の理由」について、ご意見がございました

ら詳細欄に自由に記載下さい。

賛成 その他 特になし その他 意見なし その他 意見なし その他

機能ID：0100729に定義された最低8年（現年度＋過年

度7年）分の証明書には定額減税額を記載すべきと考

えます。

備考等に定額減税額を印字する要件を追加していただ

きたいです。

反対

所得課税証明書には見直しが必要。特別税額控除も税

額控除の一つとして載せないと税額控除前の数字から

所得割への数字への縦計が合わなくなってしまう。

今回摘要欄に記入ができるかできないかもベンダーご

とに解釈が異なっており、意識統一するためにも市町

とベンダーでの調整はやめたい。

その他 同上 その他 特になし その他 賛成 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
2 1 8 今回の制度改正は時限措置であることなどを考慮し、標準仕様書への記載は行いません。

「備考欄」等を活用し適切にご対応ください。

地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

1 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100015

個人住民税申告書 項

番1「整理番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

2 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100020

申告特例（ふるさと納

税ワンストップ特例）

不適用のお知らせ文書

項番23「通知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

3 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100042

特別徴収税額決定通知

書（納税義務者用）項

番85「通知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

4 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100043

特別徴収税額変更通知

書（納税義務者用）項

番85「通知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

5 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100047

納税通知書 項番3「通

知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

6 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100067

扶養調査に関する照会

文書 項番66「通知書

番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

7 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100068

扶養親族の状況につい

て（照会）【事業所】

項番59「通知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

8 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100069

扶養親族の所得状況等

について（照会・回

答）項番76「通知書番

号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

9 省令改正な

し

通知書番号を20桁とする

○ ● 帳票ID：0100070

所得照会書（事業所・

家屋敷課税者）項番48

「通知書番号」

桁数/行：22桁 桁数/行：20桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「22桁」となっている通知書番号を他税業務の帳票の通知書番号と

揃えて「20桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、通知書番号の桁数を「20桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

10 省令改正な

し

事業所指定番号を12桁とする

○ ● 帳票ID：0100068

扶養親族の状況につい

て（照会）【事業所】

項番7「事業所指定番

号」

桁数/行：10桁 桁数/行：12桁

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・「10桁」となっている事業所指定番号を他業務の帳票の事業者指定

番号と揃えて「12桁」としてほしい。

ご意見を踏まえ、事業所指定番号の桁数を「12桁」に修正します。

記載の通りに修正します。

12 省令改正な

し

項番6、項番50の大分類を「住民税額」から「年税額」に変更する

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書 項番6、項

番50「住民税額」

大分類：住民税額 大分類：年税額

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・所得証明書の大分類が「住民税額」となっている箇所を「年税額」

とし、内容に個人住民税と森林環境税の年税額を印字する箇所である

ことを明示してほしい。

ご意見を踏まえ、所得証明書の大分類が「住民税額」となっている箇

所を「年税額」に修正します。

記載の通りに修正します。

13 省令改正な

し

項番6、項番50の内容に追記を行う

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書 項番6、項

番50「住民税額」

内容：空欄 内容：個人住民税および森林環境税の年税額を印字する。

報告

APPLICより以下のご意見を受けました。

・所得証明書の大分類が「住民税額」となっている箇所を「年税額」

とし、内容に個人住民税と森林環境税の年税額を印字する箇所である

ことを明示してほしい。

ご意見を踏まえ、所得証明書の大分類が「住民税額」となっている箇

所を「年税額」に修正します。

記載の通りに修正します。

14 省令改正な

し

「1.4. 申告情報等登録処理」に項目「電子データ住民税申告書」を追加

○ ● なし

1.4. 申告情報等登録処

理

該当機能なし 機能要件：電子データ住民税申告書（eLTAX）による申告情

報を取り込み、一括更新、管理（設定・保持・修正）できる

こと。

実装区分：標準オプション機能

本機能は令枝5年度夏に実施したWTにて類似した

機能を成案候補としておりましたが、実装区分等一

部微修正しているため、改めて示しております。な

お、本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可

能性もあり、改正内容が確定次第改めて構成員各位

にご意見頂戴する予定であり、現時点では検討中の

機能の提示のみとさせていただきます。

報告

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容

が確定次第改めて構成員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点で

は検討中の機能の提示のみとさせていただきます。 本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容が確定次第改めて構成

員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点では検討中の機能の提示のみとさせていただき

ます。

15 省令改正な

し

「1.4. 申告情報等登録処理」に項目「電子データ住民税申告書」を追加

○ ● なし

1.4. 申告情報等登録処

理

該当機能なし 機能要件：電子データ住民税申告書（パンチ、申告支援シス

テム）による申告情報を取り込み、一括更新、管理（設定・

保持・修正）できること。

実装区分：標準オプション機能

要件の考え方・理由：OCR・パンチデータ・申告支援システ

ムデータの取込みは、団体毎の運用やシステムの構成により

要否が異なるものであるため、標準オプション機能としてい

る。

同上

報告

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容

が確定次第改めて構成員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点で

は検討中の機能の提示のみとさせていただきます。
本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容が確定次第改めて構成

員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点では検討中の機能の提示のみとさせていただき

ます。

16 省令改正な

し

「1.4. 申告情報等登録処理」に項目「電子データ住民税申告書」を追加

○ ● なし

1.4. 申告情報等登録処

理

該当機能なし 機能要件：取り込んだ電子データ住民税申告書の疑似イメー

ジを生成し、参照及び削除ができること。

実装区分：標準オプション機能

備考：イメージ化については、疑似イメージの作成（システ

ムに保持する課税データを課税資料に合わせたレイアウトで

表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項

は、機能要件欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画

像データの保持、修正等）は本機能の範囲外とします。

要件の考え方・理由：電子データを帳票の課税原票と同等の

様式で確認し、業務の効率化や確認漏れの防止等を目的とし

た機能であるが、税務システムを利用して実施しているか

は、システムの構成により異なるため、標準オプション機能

としている。

同上

報告

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容

が確定次第改めて構成員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点で

は検討中の機能の提示のみとさせていただきます。

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容が確定次第改めて構成

員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点では検討中の機能の提示のみとさせていただき

ます。

17 省令改正な

し

「1.4. 申告情報等登録処理」に項目「電子データ住民税申告書」を追加

○ ● なし

1.4. 申告情報等登録処

理

該当機能なし 機能要件：取り込んだ電子データ住民税申告書の疑似イメー

ジを出力できること。

実装区分：標準オプション機能」備考「イメージ化について

は、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを

課税資料に合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的と

しており（本要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通

り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）

は本機能の範囲外とします。

要件の考え方・理由：電子データを帳票の課税原票と同等の

様式で確認し、業務の効率化や確認漏れの防止等を目的とし

た機能であるが、税務システムを利用して実施しているか

は、システムの構成により異なるため、標準オプション機能

としている。

同上

報告

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容

が確定次第改めて構成員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点で

は検討中の機能の提示のみとさせていただきます。

本制度改正は改正内容自体が今後変更となる可能性もあり、改正内容が確定次第改めて構成

員各位にご意見頂戴する予定であり、現時点では検討中の機能の提示のみとさせていただき

ます。

18 省令改正な

し

機能IDを追加 ○ ● なし 4.3「年金特別徴収通知

発行」

空欄 0100599 報告
3.0版にて機能IDが空欄になっていたため、機能IDを追加する修正を行

います。
記載の通りに修正します。

19 省令改正な

し

本税目の標準仕様書上、「宛名番号」及び「住民番号」は同義でありながらいずれも用

いているため、用語を統一する。

○ ● 機能ID：0100297

合算アラートチェック 課税資料のうち、住民番号が不明な申告情報は、未処理分、

保留（処理したが調査に時間がかかるもの(少額の給与支払報

告書等)及び放棄（海外へ出国するなど調査の必要のないも

の）に区分して管理（設定・保持・修正）できること。

なお、保留については、複数の理由を設定でき、理由ごとに

管理（設定・保持・修正）できること。複数の理由はメモで

の管理も可とする。

課税資料のうち、宛名番号 住民番号が不明な申告情報は、未

処理分、保留（処理したが調査に時間がかかるもの(少額の給

与支払報告書等)及び放棄（海外へ出国するなど調査の必要の

ないもの）に区分して管理（設定・保持・修正）できるこ

と。

なお、保留については、複数の理由を設定でき、理由ごとに

管理（設定・保持・修正）できること。複数の理由はメモで

の管理も可とする。

質問

（１）本修正への賛否をご回答ください。

（２）修正による不都合や修正判定等の意見がある場合はその理由を

ご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 意見なし 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 その他 市町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
10 0 2 反対意見もなく、ベンダーから賛成意見を頂戴しているため、記載の通り修正します。

20 省令改正な

し

本税目の標準仕様書上、「宛名番号」及び「住民番号」は同義でありながらいずれも用

いているため、用語を統一する。 ○ ● 機能ID：0100298
合算アラートチェック 住民番号が不明な申告情報で、保留及び放棄とした対象は、

合算処理及び税額計算処理の対象外とできること。

宛名番号 住民番号が不明な申告情報で、保留及び放棄とした

対象は、合算処理及び税額計算処理の対象外とできること。 質問
（１）本修正への賛否をご回答ください。

（２）修正による不都合や修正判定等の意見がある場合はその理由を

ご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 意見なし 賛成 その他 他市回送と判断したものも合算処理の対象外とできる

こと。
賛成 賛成 賛成 賛成 その他 市町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
9 0 3 反対意見もなく、ベンダーから賛成意見を頂戴しているため、記載の通り修正します。

21 省令改正な

し

住民税申告書を個別にオンライン出力できる旨が明記されていないため、機能ID：

0100544と同様の記載で改めて機能要件上に明記する。 ○ ● 新規追加

1.3. 申告書作成管理 該当機能なし 個人住民税申告書を一括及び個別で発行できること。

なお、一括発行前に個別発行したときは、一括発行の対象外

とできること。

実装区分：実装必須機能

機能要件として定義しておりませんでしたが、帳票

要件上実装必須としている帳票の発行機能の追加で

あるため、事業者の開発負担は増加しないものと見

込んでおります。

質問

（１）本修正への賛否をご回答ください。

（２）修正による不都合や修正判定等の意見がある場合はその理由を

ご回答ください。
反対

個人住民税申告書の電子化がすすめられているので、

今後、帳票の発行は減少すると思われるため不要な機

能と考えます。

賛成 賛成 賛成 意見なし 賛成 賛成 一括発行の対象者であることを賦課画面で管理できる

ことも必須
賛成 賛成 その他 具体的な活用場面がいまのところ想定できないため、どちらでもよい。賛成 その他 市町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
8 1 3 検討の結果、記載の通り修正します。

22 省令改正な

し

本税目の事務上、旧住所で検索を行うことはないと見込まれるため、検索条件より「旧

住所」を削除する。

○ ● 機能ID：0100731

検索条件 機能要件：

下記の検索項目での検索ができること。

＜検索項目＞

（前略）

・性別

・住所（現住所、賦課期日住所）

・旧住所

・住民番号

（後略）

機能要件：

下記の検索項目での検索ができること。

＜検索項目＞

（前略）

・性別

・住所（現住所、賦課期日住所）

 ・旧住所

・住民番号

（後略）

実装区分：実装必須

質問

（１）本修正への賛否をご回答ください。なお、本要件は検索機能に

関する質問であり、本変更が成案した場合でも引き続き旧住所のデー

タ項目は管理です。

（２）修正による不都合や修正判定等の意見がある場合はその理由を

ご回答ください。

賛成
住所等の宛名情報に関しては、履歴で確認できるの

で、旧住所として管理することは過剰と考えていま

す。

賛成 賛成 賛成 意見なし 反対

（１）旧住所が税務共通の機能ID：0160003に定義さ

れた前住所（転入前・転居前住所）を指す場合、削除

しないようお願いします。

（２）給与支払報告書など退職等により現住所や賦課

期日住所とは異なる住所が記載された課税資料もあ

り、前住所による検索が必要なためです。

反対
１/１時点や現住所で課税資料が出てくるとは限らな

いため旧住所というよりは住所履歴で検索できること

が必要。この機能がないと個人特定が困難になる。

賛成 賛成 その他

通常は住所で検索すること自体稀だが、納税者の特定

が困難なケース等で、活用する可能性はあるので、技

術的に困難でなければあって困ることはないと考え

る。

賛成 その他 市町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。 その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
7 2 3 頂戴した意見のとおり、個人特定のため、旧住所による検索機能が必要であるため、本要望

は要件化致しません。

23 省令改正な

し

誤記修正

○ ● 帳票ID：0100095

所得証明書

項番17、14、35、34、

19、20、32、22、

23、25、26、27、

28、29、30、７、９、

７、８、９、11、46、

47、48、６、50

備考「印字有無を出力時を任意に選択」 備考「印字有無を出力時に任意に選択」

報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

24 省令改正な

し

「帳票ID：0100025 当初課税資料確認用文書」との差別化が困難なため、「帳票ID：

0100142（事業所宛）納税義務者住所照会書」を削除

○ ● 帳票ID：0100142

（事業所宛）納税義務

者住所照会書

（事業所宛）納税義務者住所照会書 項目ごと削除

報告

標準仕様書2.1版時点で削除されているべき帳票のため

記載の通りに修正します。

25 省令改正な

し

地方税法上、市区町村の条例によって一人の納税義務者に対し、複数の特別徴収義務者

を指定した場合は複数の事業所より特別徴収することが可能であり、当該地方税法に

則った機能を実装して欲しい。

地方税法：第三百二十一条の三（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）より

○ ● なし

ー 該当機能なし １人の納税義務者に対し、複数の特別徴収義務者を紐づけた

上、それぞれの特別徴収義務者より支払給与額で按分できる

こと。

実装区分：標準オプション

質問

（１）本修正への賛否をご回答ください。

（２）修正による不都合や修正判定等の意見がある場合はその理由を

ご回答ください。

反対 納税義務者ごとに徴収先を確認する等の作業が必要と

なり、事務が煩雑になるため。
賛成 その他

税法上の取扱いのため意見はないが、現在この取扱い

や運用をいていないため、標準化移行後にスムーズな

対応ができるかが課題である。

その他 現在、当該機能ないため希望等なし。 反対

（１）機能の追加を希望しません。

（２）地方税法上はできることとされていますが、事

務処理が煩雑になること、対象者が少ない等の理由で

対応していない団体が多いと思われるためです。

その他 できるなら行えてもよいのではないかとおもうが、納

税者管理上必要としていない。
賛成

実装必須機能としなければ、複数の特別徴収義務者を

指定した場合は複数の事業所より特別徴収するとい

う、当該地方税法に則った機能の実装は進まないと考

える。標準オプション機能のままでは、ほとんどのベ

ンダが実装を見送ることになるものと思われる。現時

点でこの機能を実装できている税務システムは事実上

皆無である。

賛成 実装オプションとしてであれば賛成。 反対

当市では現所複数の特徴義務者の指定は対応していな

い。

自動的に適切な指定、案分ができるのであればともか

く、現状では単一の特徴義務者であっても徴収方法を

巡って判断が難しいケースすらある状態である。導入

したところで、管理、点検が煩雑になると見込まれる

ため、実装されたとしても使用しない予定であるの

で、不要である。

賛成 その他

データ要件・連携要件に影響が生じる可能性があるた

めご確認ください。

「複数の特別徴収義務者を紐づけ」とのことですが、

実態として３事業者以上が想定されるかご教示くださ

い。

その他 el-taxに影響がなく、回答する立場にない、という認

識でおります。
4 3 5 検討の結果、記載の通り修正します。

26 省令改正な

し

諸元表とレイアウトに不整合があるため、誤記修正としてレイアウトの表記を修正しま

す。
○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番30「首⾧肩書」

Ｎ－－－－９Ｐ（１６）－－－－Ｎ

Ｎ－－－－９Ｐ（１６）－－－－Ｎ

Ｎ－－－－９Ｐ（１６）－－－－Ｎ

 Ｎ－－－－９Ｐ（１６）－－－－Ｎ
報告

誤記修正のため
記載の通りに修正します。

27 省令改正な

し

一部の口座情報のみフォントサイズが異なっているため、同一のフォントサイズに統一

する
○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番8「口座番号」

項番15「納税貯蓄組合

コード番号」

フォントサイズ：９ フォントサイズ：７

報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

28 省令改正な

し

諸元表とレイアウトに不整合があるため、誤記修正としてレイアウトの表記を修正しま

す。 ○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番45「市民税・県民

税課税明細タイトル」

ＮＮＮＮＮＮ  Ｎ－－－－－（１５）－－－－Ｎ  ＮＮ

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

ＮＮＮＮＮＮ  Ｎ－－－－－（４５）－－－－Ｎ  ＮＮ

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

29 省令改正な

し

諸元表とレイアウトに不整合があるため、誤記修正としてレイアウトの表記を修正しま

す。 ○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番40「公的年金の支

払者名」

Ｎ－－－－－－－－9P(22)－－－－－－－－－Ｎ Ｎ－－－－－－－－9P(20)－－－－－－－－－Ｎ
報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

30 省令改正な

し

諸元表とレイアウトに不整合があるため、誤記修正としてレイアウトの表記を修正しま

す。 ○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番42「公的年金の種

類」

Ｎ－－－－－－－－－－－7P(28)－－－－－－－－－－－－

Ｎ

Ｎ－－－－－－－－－－－7P(25)－－－－－－－－－－－－

Ｎ 報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

31 省令改正な

し

該当項目のみ諸元表の各列がずれているため、正しい表記へ修正します。

○ ● 帳票ID：0100047

帳票ID：0100048

納税通知書

項番146「全期前納納

期限」

和暦・西暦：空白

文字溢れの対応：和暦/西暦

データを保持していない場合の表示：ー

基本フォントサイズ（ﾎﾟｲﾝﾄ）：印字無し

最小フォントサイズ（ﾎﾟｲﾝﾄ）：７

その他編集条件：７

和暦・西暦：和暦/西暦

文字溢れの対応：ー

データを保持していない場合の表示：印字無し

基本フォントサイズ（ﾎﾟｲﾝﾄ）：７

最小フォントサイズ（ﾎﾟｲﾝﾄ）：７

その他編集条件：空白

報告

誤記修正のため

記載の通りに修正します。

J市 デジタル庁 K市

その他 事務局方針賛成 反対

E市 F市 G市 H市 I市A市 B市 C市
対応内容とご確認事項

D市#
備考

標準仕様書改定内容

仕様書分類
区分

標準仕様書

への反映
分類

改正・要望内容

標準仕様書見直し不要の理由
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